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査読済論文 
 

懲罰的損害賠償の経済学的根拠 
－リスクコントロール政策としての位置付けと論点の整理－ 

桑名 謹三 1 

概要：懲罰的損害賠償とは，悪質な加害者に対して，当該行為によって生じた被害者の損

害額を超える損害賠償を命じるという英米法圏における制度である。この懲罰的損害賠償

に加害者の「悪質さ」という主観的な根拠以外に客観的根拠があるのかを経済学を用いて

分析を行なった。その結果，経済学における懲罰的損害賠償の根拠は，加害者の悪質さと

は関係ないものであることが分かった。その経済学的な根拠とリスクをコントロールする

政策の基本的な考え方によって，懲罰的損害賠償を分析・評価し，今後の日本において懲

罰的損害賠償についてどのような議論を進めていけばよいのかを模索した。 
キーワード：懲罰的損害賠償，経済学，リスクコントロール 

Economic Basis of Punitive Damages 
- Position as Risk Control Policy and the Point - 

Kinzo Kuwana1 
 

1 はじめに 

英米法圏では，悪質な加害行為によって生じた

損害については，その加害者に損害額を超える賠

償を課す場合がある。それが懲罰的損害賠償と呼

ばれるもので，民事的制裁の 1つである。 
米国内で懲罰的損害賠償の支払いを命じられ

た日本企業に対して，日本国内においてその判決

の執行を米国企業が求めた訴えに対して，日本の

最高裁は，日本の不法行為制度は，「被害者に生じ

た現実の損害を金銭的に評価し，加害者にこれを

賠償させることにより，被害者が被った不利益を

補てんして，不法行為がなかったときの状態に回

復させることを目的と」するとし，米国で下され

た懲罰的損害賠償命令は，「我が国の公の秩序に

反するから，その効力を有しない」と判示した2。

つまり，日本の裁判所によって懲罰的損害賠償は

否定されたのである。他方，加藤（2002）は，不
法行為法の損害てん補以外の機能として，抑止機

能や制裁機能3を挙げている。 
判断が主観的にならざるを得ない「悪質さ」以

外に懲罰的損害賠償の客観的な根拠があるのか，

ということが本論における論点である。そこで，

法制度の評価分析について客観的指標を有して

いる経済学が懲罰的損害賠償をどのように評価
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しているかを，先行研究の考え方を把握するとと

もに，リスクをコントロールする政策の基本的な

考え方を勘案して，日本において懲罰的損害賠償

についてどのような議論を進めていけばよいか

を本論では模索することとした。 
次に，懲罰的損害賠償を経済学的に分析した先

行研究をみておきたい。Polinsky and Shavell（1998）
は，懲罰的損害賠償の額を算出するための公式を

提示した。また，Abraham and Jeffries（1989）は，
懲罰的損害賠償の額を決定する際に加害者であ

る企業の資産を考慮すべきではないと論じた。

Polinsky and Che（1991）は，懲罰的損害賠償によ
って企業の防災活動が最適化されている状態で，

損害賠償率を引上げるような政策を実施すれば，

訴訟コストの増加によって社会的厚生が悪化す

るとした。Boyd and Ingberman（1999）は懲罰的損
害賠償によって企業は資産を隠す行動に出るた

め，企業の防災活動は逆に低下すると指摘した。 
日本国内では，桑名（2010）は，加害企業がそ

の生産量を調整できるモデルを用いて懲罰的損

害賠償によって債務免責者問題が深刻となりう

ることを指摘した。さらに，熊谷（2011）は，ゲ
ーム理論により，懲罰的損害賠償によって和解に

至る可能性が高まりその結果，訴訟に伴う社会的

費用を低減できると論じている。 

2 最高裁平成 9年 7月 11日判決。 
3 ごく例外的に認められるものとしている。 



新 PL研究第２号（2017） 
 

-- 
 

12 

なお，本論では上記先行研究のうち分析モデル

が最もシンプルであって，かつ，影響力も最も大

きい Polinsky and Shavell（1998）の考え方をレビ
ューする。 
以下においては，2 でリスクコントロール政策

の考え方を，3 で事故のモデルを用いて経済学の
考え方を，4 で懲罰的損害賠償の経済学的意味に
ついて論じていく。5はまとめである。 

2 リスクコントロール政策の考え方 

自動車の運行という活動は，そのドライバーに

とっては大きな便益を生むものの，それによって，

交通事故や排気ガスによる大気汚染等の被害も

生じる。宇沢（1974）は，このような自動車によ
る損害（＝社会的費用）を従来の新古典派の経済

学における外部性よりもはるかに広くとらえて

問題視し，そのような社会的費用をドライバーに

負担させること，換言すれば，内部化させる4 こと

によって当該社会的費用をコントロールすべき

としている5 。 
つまり，当該活動を行う者以外の主体に損害を

与える可能性があるものの，社会にとって有益な

面もある活動のリスクをどのようにコントロー

ル6していくかが，公共政策上大きな課題となって

いる。ここでは，リスクコントロール政策の考え

方について整理しておくこととしたい。 
2.1 リバタリアニズムのリスクコントロール政
策 
リバタリアニズムは，「自由至上主義」，「自由尊

重主義」などと訳され，経済活動への政府の介入

をもっとも嫌う政治思想といえる。このリバタリ

アニズムの代表的な理論書である Nozick（1974）
7におけるリスクコントロールに関わる提言をサ

マライズすると次の①～③のとおりとなる。 
 
 
 
 
① 国家の活動は，国防，治安，司法に限定す
るべきである。 

                                                      
4 後述するが，不法行為制度をアレンジすることによって社
会的費用の内部化の程度を改善しようとする手法の 1つが
懲罰的損害賠償といえる。 
5 東京大気汚染訴訟は大気汚染に対する自動車メーカーの製
造物責任を問うたものであり，自動車の社会的費用の一部

を自動車メーカーに内部化させようとしたものといえる。

詳細については，平成 14年 10月 29日の東京地裁判決を参
照されたい。 
6  損害を受けた被害者の事後的な救済も広義のリスクコン

② 危険な行為を行う者（以下「加害者8」とい

う。）は，その行為によって自分以外の者に

損害を与えたときは，その損害につき，そ

れを受けた者に対して賠償しなければなら

ない。 

③ 国家は，補助金等を用いて加害者が責任保
険を購入できるようにしなければならな

い。 
 
まず，①について補足しておく。国家は，個人

の権利を害してはならないので，その活動は最小

限とされるべきである。リバタリアニズムの国

家・政府像は，一般に言われている，「小さな政府」

や「安価な政府」よりも，はるかに限定されてい

る。 
次に②についてであるが，国家は司法制度を維

持して，不法行為法を国民が遵守するようにしな

ければならないということである。不法行為法と

は，現在の日本で言えば，民法 709条に規定され
る一般的不法行為，民法 714～719 条に規定され
る特殊の不法行為，これに加え，自動車損害賠償

保障法（自賠法），原子力損害の賠償に関する法律

（原賠法）などの不法行為特別法のことである。 
不法行為制度を維持しても，賠償資力に乏しい

者は当該賠償義務を果たすことが困難である。③

は，そのような場合に備えて，当該損害賠償責任

に対して保険金を支払う「責任保険」の市場を政

府が整備し，責任保険が常に調達可能であるよう

な状況を作って，損害をてん補されない人が生じ

ないようにしなければならないということであ

る。責任保険とは，加害者が，保険者に保険料を

支払うことを条件として，その危険な行為によっ

て，他の者に損害が生じたときは，その損害を保

険者がてん補するものである。したがって，加害

者のすべてが十分な保険金額9の責任保険を購入

することができれば，その危険な行為によって生

じたすべての損害は，保険者によっててん補され

るということを意味する。 
現在の日本では，自動車の運行者は自賠責保険

の手配が，原子力事業者は原子力損害賠償保険の

トロールといえるかもしれないが，ここでは，リスクコン

トロールとは，「損害の発生頻度およびその額を抑制するこ

と」とする。 
7 森村（2011）によれば，Nozick（1974）は，現代リバタリ
アニズムの理論に属する最も重要な書物であるとされてい

る。 
8  正確には潜在的な加害者である。 
9  保険のてん補限度額のことである。 
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手配が義務付けられているなど，いくつかの責任

保険の手配が義務付けられている。日本だけでは

なく，他の先進国においても，その手配を義務化

されている責任保険は多い。リバタリアニズムの

世界では，「責任保険の手配の義務化」という政府

による強制が容認されるものではないにしても，

先進国におけるこれらの政策は，Nozick（1974）
が描いた，リバタリアニズムのリスクコントロー

ル政策に通じるものがあることが分かる。 
ここで注意しなければならないのは，リバタリ

アニズムの世界においては，政府は，危険な行為

を禁止するわけではないことである。その理由は，

禁止してしまうと，その行為によって得られる便

益を失ってしまうからである。 
自動車による交通事故を抑制する政策の場合，

個人や企業に対する政府の介入を徹底的に嫌う

リバタリアニズムの世界では，ドライバーの守る

べき規制基準やそれらの規制基準が守られなか

った場合の罰則を定めた，日本における道路交通

法のような公法は不要と考えているのである。公

法を用いずに，私法（不法行為法）と責任保険を

組み合わせた政策によって，交通事故のリスクを

コントロールしていくというのがリバタリアニ

ズムの考え方である。この場合の私法と責任保険

とは，日本の場合であれば，自賠法と自賠責保険

に相当するといえる。 
2.2 公法と私法によるリスクコントロール政策 
現実に行われている政策からも分かることだ

が，リスクコントロール政策は次のような手順で

実施されることが多い。リスクコントロール政策

が，公法と私法の両輪によって行なわれることに

ついては，Faure（2003），佐藤（2011）等，その他
の多くの文献で論じられていることである。 

 
① 加害者が守るべき規制基準や当該規制基準
が守られなかった場合の罰則等を定めた公

法を施行する。【公法によるリスクコントロ

ール】 

② 通常の不法行為法では当該行為による被害
者の救済が十分に行われない場合は，その

行為の特殊性に対応した不法行為特別法を

定める。【私法によるリスクコントロール

（その 1）】 

③ 加害者の賠償資力不足等によって，被害者
の救済が十分に行なわれない可能性がある

場合は，加害者に対して責任保険の手配を

義務化する。【私法によるリスクコントロー

                                                      
10  吉村（2017）p.16。 

ル（その 2）】 
 
①は，規制基準を制定してそれを加害者に守ら

せる政策である。当然，守らない者に対する罰則

も定めることとなる。日本の交通事故のリスクの

コントロール政策であれば，公法は道路交通法等

である。②，③は，加害者と被害者の間の関係を

利用して，リスクをコントロールする政策である。

損害が生じた場合の被害者の救済を確保すると

ともに，損害賠償額の期待値や保険料などの金銭

的負担の多寡を通じて，加害者に減災インセンテ

ィブを与えてリスクをコントロールしようとす

るものである。日本の交通事故のリスクのコント

ロール政策であれば，②の不法行為特別法は自賠

法である。 
民法に規定されている不法行為だけであれば，

交通事故を引起したドライバーの過失が認定さ

れないと損害賠償義務が生じない。しかし，現実

問題，ドライバーの過失の認定は容易なことでは

なく，そうであれば，不法行為制度を用いて被害

者救済を行なうことができなくなる。その点を改

善するために，自賠法という不法行為特別法を制

定し，ドライバーに事実上の無過失責任を課して

いるのである。さらに，自賠法によって，自賠責

保険の手配が義務化されていることから，上記の

③の措置が取られていることとなる。 
公法を守らなかったことに対する罰金も加害

者にとって金銭的な負担となるが，罰金の額は生

じた損害に必ずしもリンクしないことから，私法

によるリスクコントロールにおける金銭的負担

とは，その効果が異なる。 
日本では，これまで私法によるリスクコントロ

ール政策が大きく注目されることがなかったが，

それは，日本の不法行為法の目的の第一は，生じ

た損害をてん補し，原状を回復することにより被

害者を救済すること10であって，損害の抑止機能

は重要視されてこなかったためである。 
ただ，日本であっても，労働災害については，

私法によるリスクコントロール政策が行われて

いるといえる。日本では，労働災害を起こした事

業者の労働基準法上の責任について給付を行う

労災保険への事業者の加入が労働者災害補償保

険法によって義務付けられている。労災保険は，

国が保険者となる社会保険であるが，その保険料

は加入者である事業者のリスクに応じて変化す

るように「メリット制度」が導入されている。そ

のメリット制度の目的は，個別事業場の労働災害
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防止意欲を喚起し，災害発生率を低下させるとと

もに，災害防止努力の成果を直接個別事業場の負

担保険料に反映させることによって事業場間の

公平を図ること11とされている。 
つまり，労働基準法・労働者災害補償保険法を，

加害者である事業者と被害者である労働者間の

権利義務関係をも規定する私法の一種とみた場

合，一種の責任保険として機能する労災保険を組

み合わせた制度は，私法によるリスクコントロー

ル政策を行っているといえる。なぜなら，事業者

の労災保険料という制度によって生じる金銭的

負担を通じて事業者に減災を促しているからで

ある。 

3 経済学の考え方 

ここでは，リスクコントロール政策を評価する

1 つの手法としての経済学の考え方について示す
こととしたい。 

3.1 事故のモデル 
事故のモデルとは，Shavell（1987）などの法と

経済学における先行研究で多用されてきたリス

クコントロール政策を評価するための簡便な分

析モデルである。以下で，その概要を述べること

としたい。 
事故が生じたときの社会的費用を 𝐶𝑠，加害者が

投じた防災費用を 𝑥，事故による損害額を 𝐿，事
故の発生確率を 𝑝(𝑥) とする。加害者は投ずる防
災費用 𝑥  の多寡によって，事故発生確率 𝑝(𝑥) 
をコントロールすることができる。防災費用を増

加させれば事故発生確率は減少することから，

𝑝′(𝑥) < 0となる。また，事故発生確率が減少する
程度は投じられる防災費用が大きくなるにつれ

て減少するため，𝑝′′(𝑥) > 0である。したがって，
𝑝′(𝑥) < 0，𝑝′′(𝑥) > 0 が事故発生確率関数の前提
条件となる。事故による損害の期待値 𝐿𝑝(𝑥) だ
けでなく，加害者が投じた防災費用 𝑥 も，社会に
とって好ましくないものであるので，それら 2つ
の和をとって，社会的費用を 𝐶𝑠 = 𝑥 + 𝐿𝑝(𝑥)と表
すことができる。 
事故のモデルによる政策の評価は，当該政策に

よって加害者が社会的費用 𝐶𝑠 を最小化する防災
費用 𝑥∗ を選択するようになるかどうか，選択し
ないのであれば，その場合の社会的費用は，その

最小値に比べてどの程度大きいのか，という点に

よって行なわれる。 

                                                      
11  高橋（2015）p.127。 
12  シンプルなモデルで問題のある政策が，複雑な現実にお

ここで，図 1を用いて，事故のモデルを説明し
ておく。図 1の横軸は防災費用 𝑥，縦軸は社会的
費用などの総費用を示している。直線 OUは防災
費用 𝑥 を，曲線 SV は損害の期待値 𝐿𝑝(𝑥) を示
している。曲線 SPTは，直線 OUと曲線 SVを垂
直方向の加算したもの，つまり，社会的費用 𝐶𝑠 =
𝑥 + 𝐿𝑝(𝑥) を示している。曲線 SPTは，点 Pにお
いて最小となっていることから，社会的に最適な

防災費用の値 𝑥∗ は，点 Pにおける横軸の目盛り
100で示されることとなる。 

 

 
図 1 事故のモデル 

Figure 1  Accident model 
 
事故のモデルはシンプル過ぎて現実を適切に

表してないのではないかという批判があるが，シ

ンプルであるが故に様々な分析に対応できるこ

とからリスクコントロール政策の評価には用い

られることが多い12。 
また，人の命の価値を金銭換算するようなモデ

ルは問題あるとの指摘もあるが，金銭換算による

定量的なモデルを分析することによって得られ

ることは少なくない。人の命の価値を金銭換算で

きないとする政策立案者は，そのモデル分析によ

って得られた知見について，「もし，金銭換算が不

可能であったら，あるいは，金銭換算値を極めて

高額に設定したらどうなるか？」を考えれば良い

のであって，このようなモデルを一律に拒否し思

考停止に陥ることで失うものもありうることを

認識すべきである。 
前述の 2.1 で論じたリバタリアニズムのリスク

コントロール政策においては，不法行為制度によ

って加害者は被害者の損害をてん補することと

いてうまく機能するはずがないことから，少なくとも不適

当な政策を把握することは可能である。 
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なるので，加害者の負担する私的費用は社会的費

用 𝐶𝑠 に等しくなる。したがって，加害者が私的
費用を最小化しようとすれば，投じられる防災費

用は，最適値である 𝑥∗となるという理屈である。
私法によるリスクコントロール政策だけで社会

的費用が最小化されるのに，公法によるリスクコ

ントロール政策を追加的に実施すれば，公法が遵

守されるかどうかを監視するためのコスト13など

追加費用が生じることから，公法によるリスクコ

ントロールは不要だというのがリバタリアニズ

ムの立場である。 
もちろん，実際に行なわれている政策は，私法

と公法による重層的なリスクコントロールであ

ることは，2.2で見たとおりである。 

3.2 経済学と経営学の違い 
経済学の考え方を明確にするために，ここでは，

経営学と経済学の違いについて述べておくこと

とする。 
経営学とは，「経営を対象とし，その構成と行動

の原理を理論的に探求する研究領域。経営の本質

を究明する企業理論，要素的分野としての経営財

務論，経営労務論，行程的分野としての経営生産

論，経営販売論などさまざまに分化している14」学

問のことである。少し拡張解釈すれば，単体の企

業や個人がより良くなることを目的としている

といえる。他方，経済学は，「社会科学のうち，経

済に関して研究する学問15」のことである。経済と

は，中国の「経世済民」の基づく16とされる概念で

あって，経世済民とは，「世を治め民の福利をはか

ること17」とされる。つまり，経済学は，国や社会

全体がより良くなることを目的としているとい

える。 
次に，3.1で示した事故のモデルを用いて，経営

学的な最適解と経済学的な最適解が異なること

を述べておきたい。まず，不法行為法等によって

工場周辺の住民の損害を賠償する義務が工場に

課されない場合を想定する。今，生産にともない

汚染物質を排出する工場を考える。当該工場が排

出する汚染物質の量を削減するための費用18は，

事故のモデルにおける防災費用 𝑥 であると考え
ることができる。汚染物質の排出に伴う費用を除

いた工場の利益を 𝜋 とすると，𝜋 から汚染物質
                                                      

13  監視コストなどの法制度設計時に考慮すべき費用につい
ては，平井（1995）を参照されたい。 
14  『有斐閣 経済辞典』p290。 
15  『有斐閣 経済辞典』p297。 
16  『有斐閣 経済辞典』p296。 

の排出に伴う費用を控除したものが工場の正味

の利益となる。分析を簡便にするために 𝜋 が一
定とすると，工場は正味の利益を最大化するため

には，汚染物質の排出に伴う費用を最小化すれば

いいこととなる。汚染物質によって工場周辺の住

民に 𝐿 の損害が 𝑝(𝑥) の確率で生じるものとす
る。工場が防災のために投じる費用 𝑥 を増加さ
せると，住民の損害の期待値 𝐿𝑝(𝑥) が減少する
こととなる。 
不法行為法等によって工場周辺の住民の損害

を賠償する義務が工場に課されないことから，工

場が負担する汚染物質の排出に伴う費用は，防災

費用 𝑥 のみとなる。 
図 1で防災費用は，直線 OUとグラフの横軸の

垂直方向の差で示されるが，工場は，その値が最

小となる点である原点 O の状態を選択すること
となる。防災費用 𝑥 = 0 とすること，つまり，防
災活動を全くしないことが，工場単体がより良く

なることを目的とする経営学的な最適解となる。 
他方，社会全体つまり，工場と周辺住民の正味

の便益 𝑤 は，工場の利益 𝜋 から，工場の防災費
用 𝑥 および汚染物質による周辺住民の損害の期
待値  𝐿𝑝(𝑥)  を控除したもの  𝜋 − {𝑥 + 𝐿𝑝(𝑥)} =
𝜋 − 𝐶𝑠 である19。したがって，社会全体をより良

くすることを目的とする経済学的な最適解は，正

味の便益 𝑤 を最大化する，換言すれば，社会的
費用 𝐶𝑠 を最小化する防災費用 𝑥∗ を工場が投じ
ることである20。前述のとおり，図 1 では，曲線
SPT が社会的費用 𝐶𝑠 を示しており，その最小点
P における防災費用は 100 である。以上の分析で
は，工場が投じる防災費用の経営学的な最適値が

0であるのに対して経済学的最適値は 100となり，
大きく異なることとなった。 
次に，不法行為法等によって工場周辺の住民の

損害を賠償する義務が工場に課される場合を想

定する。不法行為法によって，工場が住民の損害

を賠償しなければならなくなると，工場は，防災

費用に加えて，損害の期待値をも負担しなければ

ならないので，工場の正味利益は，𝜋 − {𝑥 +
𝐿𝑝(𝑥)} = 𝑤 となる。つまり，工場の正味の利益と
社会全体の正味の便益 𝑤 が等しくなることから，
工場が正味の利益を最大化するような防災費用

を投じれば，それが，社会全体の正味の便益 𝑤 を

17  『岩波 哲学・思想事典』pp.418-419。 
18  たとえば，石炭火力発電所で排煙脱硫装置を設置する費
用を考えることができる。 
19  𝐶𝑠 は事故のモデルにおける社会的費用である。 
20  𝜋 が定額であるという前提条件に注意されたい。 
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も最大化することとなる。 
ところで，「あるルール」に従って工場が求めた

経営学的な最適解が経済学的な最適解に等しく

なるとすると，そのような「あるルール」がそも

そも存在するのか，存在するとすればどのような

ものになるのかを探ることも，現在の経済学の重

要な課題となっている。 
したがって，不法行為法も経済学が求める「あ

るルール」の 1つということとなる。 

4 懲罰的損害賠償の経済学的な意味 

ここでは，Polinsky and Shavell（1998）による，
懲罰的損害賠償の経済学的な意味を述べておく

こととする。加害者が製造した製品に欠陥があり

当該欠陥によって第三者に損害を与えた（「製造

物責任リスク」の）場合や加害者が環境汚染を生

じさせ第三者に損害を与えた（「環境リスク」の）

場合は，被害者が損害賠償を加害者に求める可能

性が小さいことが多い。行為と損害との因果関係

を特定するために多額の費用がかかることなど，

広い意味での訴訟コストの負担が重くなり，被害

者が損害賠償請求を行いにくいのである。たとえ

ば，カネミ油症や水俣病において，その原因物質

の特定や発症のメカニズムの解明に多大な労力・

時間を要したことが知られていることからも，そ

のことは容易に理解できる。つまり，加害者が第

三者に損害を与えているときに，被害者に対して

損害賠償金を支払う確率を損害賠償率 𝑞 とする
と，𝑞 < 1となる場合があるということである。損
害賠償率が 1未満であることを想定して加害者が
行動すると，たとえ，不法行為制度が存在しても，

加害者は社会的に最適な防災費用を投じなくな

る。不法行為制度の存在を前提として，加害者の

負担する私的費用 𝐶𝑝 とすると，その値は防災費
用 𝑥と被害者に支払う損害賠償金の期待値 
𝑞𝐿𝑝(𝑥) の和となる。つまり，𝐶𝑝 = 𝑥 + 𝑞𝐿𝑝(𝑥) ≠
𝑥 + 𝐿𝑝(𝑥) = 𝐶𝑠 となって，加害者が負担する私的
費用と社会的費用が異なってくるのである。本論

のこれまでのロジックでは，不法行為制度によっ

て，加害者の私的費用と社会的費用が等しくなり，

結果として，加害者が自らの利益を最大化するだ

けという他者を全く考慮しない利己的な行動を

とっても，社会的に望ましい状態に到達すること

ができるというものだった。しかし，損害賠償率

が 1未満だと，そのロジックが通用しないという
ことである。 

                                                      
21  この乗数の値が大きくなると加害者に課される損害賠償
の額が大きくなるので，加害者にとっては懲罰の程度を示

そのことを図 1で説明しておく。被害者の損害
の期待値 𝐿𝑝(𝑥) は，曲線 SVで示されるのに対し
て，加害者が被害者に対して支払う損害賠償金の

期待値 𝑞𝐿𝑝(𝑥) は，破曲線WVで示される。2つ
の値が大きくかい離していることが分かる。この

2 つの曲線の差が事故発生時に生じる被害者救済
の不十分さの程度を示している。社会的費用 𝐶𝑠 
は曲線 SPT で示されるのに対して，私的費用 𝐶𝑝 
は破曲線 WQT で示されることとなる。社会的費
用 𝐶𝑠 を最小化する最適な状態は点 Pで示される
のに対して，加害者の私的費用 𝐶𝑝 を最小化する
私的に最適な状態は点 Qで示され，矢印で示され
るように，加害者が投じる防災費用は，最適値が

100であるのに対して，その半分の 50となってし
まう。 
このような損害賠償率が 1未満であることによ

って生じる問題を改善するための手法の 1つが懲
罰的損害賠償であると，法と経済学の研究者が論

じている。懲罰的損害賠償を使って，社会的費用

と私的費用を同じにすればよいという，極めて単

純な理屈に基づくものである。加害者が支払う損

害賠償金を，被害者の実際の損害額 𝐿 に 1 𝑞⁄  と
いう 1以上の係数を乗じたもの，つまり，被害者
の実際の損害よりも大きい 𝐿 𝑞⁄  とすれば，加害
者が被害者に対して支払う損害賠償金の期待値

は，𝑞 × (𝐿 𝑞⁄ )𝑝(𝑥) = 𝐿𝑝(𝑥) となる。このとき，私
的費用と社会的費用は等しくなることから，加害

者が投じる防災費用は最適値 𝑥∗となる。なお，こ
の係数 1 𝑞⁄  は懲罰乗数21と呼ばれている。 

5 まとめ 

加害者が支払うべき損害賠償額を，被害者の損

害額に懲罰乗数を乗じた額とするという上記 4で
示した公式は，なんら懲罰的な意味合いを持って

いない。 
しかし，加害者の悪質さが，損害を隠蔽すると

いう点におけるものであれば，加害者が悪質であ

ればあるほど損害賠償率が小さくなるので，その

逆数である懲罰乗数は大きくなり，公式が懲罰的

な意味合いを持ちうることとなる。 
他方，飲酒運転のような加害者の悪質さが重過

失という点にある場合は，加害者の資力が皆無で

ある場合を除けば，加害者が損害賠償金を支払う

確率は，ほぼ 100%といえる。つまり，懲罰乗数は
1 となることから，公式によって算出された損害
賠償額は被害者の損害額に等しくなり，結果とし

す値となる。しかし，経済学的な目的は減災インセンティ

ブの最適化でしかないことに注意されたい。 
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て，懲罰的損害賠償額はゼロとなる。 
経済学より導き出した公式は，道徳的な意味合

いの懲罰に整合的である場合もあればない場合

もあるということである。 
したがって，上記の経済学的な分析から，懲罰

的損害賠償に関する論点は，加害者の悪質さを罰

するために懲罰的損害賠償を課すかどうかとい

う点はなく，加害者に適切な減災インセンティブ

を促すために，被害者の損害額を超える損害賠償

を課すべきかどうかという点にあることが分か

ったといえる。さらに突き詰めれば，不法行為制

度を積極的に事故の抑止策として活用するかど

うかという論点に至る。 
英米法の研究者による田中（1974）22だけでなく，

不法行為研究者の吉村（2017）も不法行為制度を
事故抑止に活用すべきとしている。特に，吉村

（2017）は，上記公式で懲罰乗数が大きくなるよ
うなタイプの事故である，公害事例や薬品・食品

被害の事例では，「刑罰や行政的規制が十分な抑

止ないし制裁として機能せず，しかも，当該不法

行為により加害者が利益を得ているような場合

には，このような意味での不法行為の抑止ないし

制裁的機能を認めることの実際的意義には大き

なものがある23」と述べている。 
また，本論で見てきたように，日本における労

働災害のコントロール政策では，一種の不法行為

制度を用いて事故の抑止を行なっているのであ

る。 
以上の点を考慮して，被害者の損害額を超える

損害賠償を加害者に課すかどうかを含めて，不法

行為制度をどのように事故抑止に活用していく

かを日本においても今後検討していく必要があ

ろう。 
その場合は，本論の 2で論じたリスクコントロ

ール政策の考え方に準拠して，懲罰乗数が大きく

なるような業種の企業については，責任保険の手

配を義務化する必要も検討すべきであろう24。 
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り，その結果，適切な減災行動を取らなくなってしまうと

いう問題（債務免責者問題）が生じる。その対応策として

責任保険の強制化が必要となる。債務免責者問題と責任保

険の減災インセンティブについては，桑名（2014）を参照
されたい。 


